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令和元年 8月 1日

都道府県医師会担当理事 殿

日本医師会 常
江澤

令和元年介護サービス施設・事業所調査の協力依頼について

拝移 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
平素より介護保険制度運営に格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、平成 12年より実施されております標記調査について、本年も実施さ
れることになり、別添の通り厚生労働省より本会宛に調査協力依頼がありまし

た。当該調査は、全国の介護サービスの提供体制 。提供内容等を把握し、介護

サービス提供の基盤整備に関する基礎資料を得ることを目的としており、介護

保険施設、居宅サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護予防サービス事業

所、介護予防支援事業所、地域密着型サービス事業所、地域密着型介護予防サ

ービス事業所を対象に下記の通り、調査が行われる予定です。

本会においても本調査について協力することと致しましたので、貴会におか

れましても調査の円滑な実施に向けてのご協力とともに、会員への周知へご高

配のほど宜しくお願い申し上げます。

敬具

記

調査期日

本年 10月 1日現在において実施

昨年度調査内容との相違点

介護保険施設及び訪問看護ステーションの利用者について調査を実施

(当調査項目は、 3年毎の調査とし、本年度が該当)

① 添付資料
・令和元年介護サービス施設 。事業所調査の協力依頼について
「令和元年 7月 24日 政統発 0724第 1号厚生労働省政策統括官
(統計・情報政策、政策評価担当)」
。参考資料

令和元年介護サービス施設・事業所調査の概要、調査票一式
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2

以上
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政統発 0724第 1号
令和元年 7月 24日

公益社 団法人  日本医師会長 殿

厚生労働省政策統括官 (統計・情報政策、政策評価

令和元年介護サー ビス施設 。事業所調査の協力依頼について

介護サー ビス施設・ 事業所調査 につきま しては、かねてか ら多大な る御協力

を賜 り、厚 く御 礼 申 し上げますと

さて、本年において も、下記の とお り調査 を実施す ることといた しま したの

で、引き続 き貴会の御協力を賜 りた く、御配意方お願い申 し上げます。

記

調査の 目的

この調査 は、全国の介護サー ビスの提供体制 、提供内容等 を把握す ること

によ り、介護 サー ビスの提供面に着 目した基盤整備 に関す る基礎資料 を得 る

ことを 目的 とす る。

2 調査の対象及び客体
(1)基 本票
都道府県 を対象 とす る。

(2)詳 細票
以下に掲げる施設 。事業所を対象 とす る。

ア 介護保険施設
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医

療施設

イ 居宅サー ビス事業所
訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、訪問看護ステーション、通

所介護事業所、通所 ヅハ ビヅテーシ ョン事業所、短期入所生活介護事

業所、短 ,切 入所療養介護事業所、特定施設入居者生活介護事業所、福

祉用具貸与事業所、特定福祉用具販売事業所

ウ 居宅介護支援事業所
工 介護予防サー ビス事業所
介護予防訪問入浴介護事業所、介護予防訪問看護ステーシ ョン、介

護予防通所 ヅハ ビツテーション事業所、介護予防短期入所生活介護事

業所、介護予防短期入所療養介護事業所、介護予防特定施設入居者生

活介護事業所 、介護予防福祉用具貸与事業所、特定介護予防福祉用具

販売事業所

オ 介護予防支援事業所
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力 地域密着型サー ビス事業所
定期巡回・随時対応型訪 F口写介護者護事業所、夜間対応型訪問介護事

業所、地域密着型通所介護事業所、認知症対応型通所介護事業所、小

規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、地

域密着型特定施設入居者生活介護事業所、地域密着型介護老人福祉施

設、複合型サー ビス (看 護小規模多機能型居宅介護 )事 業所
キ 地域密着型介護予防サー ビス事業所
介護予防認知症対応型通所介護事業所、介護予防小規模多機能型居

「 宅介護事業所、介護予防認知症対応型共同生活介護事業所
―
なお、訪問介護、通所介護、居宅介護支援、介護予防支援については、

サー ビス、都道府県及び事業所の規模 (通 所介護はサー ビス及び都道府県 )

を層 として層化無作為抽出 した事業所を客体 とし、それ以外については、

全数を容体 とする。

(3)利 用者票
全国の介護保険施設の在所者及び退所者 、訪問看護ステーシ ヨンの利

用者 を対象 とす る,な お、客体 については以下の とお りとす る。
ア 介護保険施設の在所者及び退所者
①介護老人福祉施設 、介護老人保健施設 については、無作為抽 出 した

施設における、令和元年 9月 末の在所者 の 1/2及 び 9月 中の退所者

の全数 を客体 とす る 3

②介護療養型 医療施設である病院、介護 医療院については、全数の施

設 にお ける、令和元年 9月 末の在所者の 1/2及 び 9月 中の退所者 の

全数 を容体 とす る.

③介護療養型医療施設 である診療所については、全数の施設における、

令和元年 9月 末の在所者の全教及び 9月 中の退所者の全数を客体 と

する.

イ 訪問看護ステーシ ョンの利用者
無作為抽出 した事業所における令和元年 9月 中の利用者の1/2を 客

体 とする。

3 調査の期 日
令和元年 10月 1日 現在 において実施す る。

4 調査の事項
次の調査票に掲げる事項 とする。

(1)基 本票
①施設基本粟 (別 紙 1-1)
②事業所基本票 (別紙 1-2)

(2)詳細票
①介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票

②介護者人保健施設票 (別紙 3)

③介護療養型医療施設票 (別紙 4)
④訪問看護ステーシヨン票 (別紙 5)

⑤居宅サービス事業所 (福祉関係)票 (別 紙 6)
⑥地域密着型サービス事業所票 (別紙 7)

⑦居宅サービス事業所 (医療関係 )票 (別 紙 8)
③介護医療院票 (別 紙 9)

(別 紙 2)
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(3)利 用者票             ,
①介護保険施設利用者一覧票 (別紙 10)

②介護保険施設利用者個票 (別紙 H)
③訪問看護ステーション利用者一覧票 (別紙 12)

④訪間看護ステーション利用者個票 (別 紙 13)

5 調査の実施体制
(1)基 本票 は、厚生労働省が調査 に関す る事務 を行 う。
(2)詳 細票及 び利用者票 は、厚生労働省 が調査 に関す る事務 を民間事業者 に
委託 して行 う。

(3)都 道 府 県 は 、 そ れ ぞれ の 区域 内 の調 査 対 象 施 設・ 事 業所 につ い て 、
「令和元 年 介 護 サ ー ビス施設・ 事 業所 調査 調 査対象名 簿」 の作成 等 、

円滑な調査 の実施 に向け、必要な業務 を行 う。

6 調査 の方法
(1)基 本票 は、厚 生労働省か ら都道府県に配布 し、各担 当者 が記入す る。
(2)詳 細票 は、都道府 県によ り作成 された F令 和元年介護 サー ビス施設 ,事
業所調査 調査対象名簿」等 を基に、民間事業者 か ら施設 。事業所 に配布 し、

各管理者 が記入す る。

(3)利 用者票 は、都道府県によ り作成 され た r令 和元年介護 サー ビス施設 。
事業所調査 調査対象名簿」を基 に、民間事業者 か ら対象施設・事業所に配

布 し、各管理者 が記入す る。

集 計及び結果 の公表

集計及び結果 の公 表 は、厚生労働省政策統括官 (統 計・ 情報政策、政策評

価担 当)が 行 い、調査結果 は速やか に公表す る。
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令和元年介護サービス施設・事業所調査の概要

調査の目的

この調査は、全国の介護サービスの提供体制、提供内容等を把握することにより、介

護サービスの提供面に着日した基盤整備に関する基礎資料を得ることを目的とする。

2 調査の対象及び客体
(1)基本票
都道府県を姑象とし、以下に掲げる施設・事業所 (詳細は「別記」)の全数を把握

する。

・介護予防サービス事業所

・地域密着型介護予防サービス事業所
。介護予防支援事業所
。居宅サービス事業所
。地域密着型サービス事業所
a居宅介護支援事業所
。介護保険施設

(2)詳細票
基本票で把握した介護保[父制度における全国の居宅サービス事業所等及び介護保「父

施設を対象とし、訪問介護、通所介護、居宅介護支援、介護予防支援については、サ

ービス、都道府県及び事業所の規模 (通所介護はサービス及び都道府県)を層として

層化無作為抽出した事業所、それ以外については全数を客体とする。

(参考)平成 30年調査時における事業所の抽出率

抽出率 34。  8%
訪問介護

60。 9%
通所介護

19。 3%
居宅介護支援

55。 6%
介護予防支援

(3)利用者票
全国の介護保 [父施設の在所者及び退所者、訪問看護ステーシヨンの利用者を対象と

する。なお、客体については以下のとおりとする。

・介護保険施設の在所者及び退所者

介護老人福祉施設、介護老人保健施設については、無作為抽出した施設におけ

る令和元年 9月 末の在所者の 1/2及び 9月 中の退所者の全数を客体とする。

介護療養型医療施設である病院、介護医療院については、全数の施設における、

令和元年 9月 末の在所者の 1/2及び 9月 中の退所者の全数を客体とする。

介護療養型医療施設である診療所については、全数の施設における、令和元年

9月 末の在所者の全教及び 9月 中の退所者の全数を客体とする。

以下「居宅サービス事業所等」

という。
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・訪問看護ステーションの利用者

無作為抽出した事業所における令和元年 9月 中の利用者の 1/2を客体とする。

(参考)平成 28年調査時における施設・事業所の抽出率

3 調査の期日
令和元年 10月 1日

4 調査の事項
(1)基本票
・施設基本票 :法人名、施設名、所在地、定員、活動状況
・事業所基本票 :法人名、事業所名、所在地、活動状況

(2)詳細票
・介護保険施設 :開設 。経営主体、在所者数、居室等の状況、従事者数等
・居宅サービス事業所等 :開設 。経営主体、利用者数、従事者数等

(3)利用者票
要介護度、日常生活自立度、傷病名、医療処置等の状況、利用料等

5 調査の方法及び系統
(1)調査の方法
・基本票 :厚生労働省から都道府県に対 し、オンラインによる配布・回収を行 う。
・詳細票 :厚生労働省が委託 した民間事業者から施設・事業所に姑 し、郵送 。オン

ラインによる配布 。回収を行 う。

・利用者票 :厚生労働省が委託 した民間事業者から施設 。事業所に姑 し、郵送によ

る配布・回収を行 う。
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抽出率 17.1%

介護老人福祉

施設

31.6%

介護老人保健

施設

100%

介護療養型医療

施設 【病院】

100%

介護療養型医療

施設 【診療所】

35。  1%

訪問看護ステ

ーション



厚生労働省 都道府県

(2)調査の系統
(基本票)

(詳細票・利用者票)

6 集計及び結果の公表
集計及び結果の公表は、厚生労働省政策統括官 (統計・情報政策、政策評価担当)が

行 う。

調査結果は、「令和元年介護サービス施設・事業所調査の概況」及び「令和元年介護

サービス施設・事業所調査」 (報告書)と して集計完了後速やかに公表するとともに、

厚生労働省ホームページ (httpS://―.mhlw.go.jp/)及び政府統計の総合窓口 (e一stat)

に掲載する。

厚生労働省 民間事業者

介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

地域密着型介護予防サービス事業所

介 護 予 防 支 援 事 業 所

居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス 事 業 所

居 宅 介 護 支 援 事 業 所

介  護  保  険  施  設
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(別記 )

調査対象施設 □事業所

【介護予防サービス事業所】

介護予防訪問入浴介護事業所、介護予防訪問看護ステーション、介護予防通

所リハビリテーション事業所、介護予防短期入所生活介護事業所、介護予防短

期入所療養介護事業所、介護予防特定施設入居者生活介護事業所、介護予防福

祉用具貸与事業所、特定介護予防福祉用具販売事業所

【地域密着型介護予防サービス事業所】

介護予防認知症対応型通所介護事業所、介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所、介護予防認知症紺応型共同生活介護事業所

【介護予防支援事業所】

介護予防支援事業所

【居宅サービス事業所】

訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、訪問看護ステーション、通所介護事

業所、通所リハビリテーション事業所、短期入所生活介護事業所、短期入所療

養介護事業所、特定施設入居者生活介護事業所、福祉用具貸与事業所、特定福

祉用具販売事業所

【地域密着型サービス事業所】

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、夜間封応型訪問介護事業所、地

域密着型通所介護事業所、認知症姑応型通所介護事業所、小規模多機能型居宅

介護事業所、認知症封応型共同生活介護事業所、地域密着型特定施設入居者生

活介護事業所、地域密着型介護老人福祉施設、複合型サービス (看護小規模多

機能型居宅介護)事業所

【居宅介護支援事業所】

居宅介護支援事業所

【介護保険施設】

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設
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